
（2023年4月1日～ 2023年9月30日）

2023年度上半期の業績
・中間配当
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■親会社株主に帰属する純損益

（お支払開始日：11月30日）

お受け取り方法等につきましては、同封の配当関係書類を
ご確認ください。

より詳しい決算情報につきましては、
決算短信および決算説明資料をご覧ください。

1株当たり
2023年度中間配当

15円

決算短信・決算説明資料

当社グループの事業全般につきましては、　
よんでんグループ統合報告書をご覧ください。

よんでんグループ統合報告書

中間ご報告中間ご報告
株主のみなさまへ
2023年度

　株主の皆さまには、平素から格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

　ロシアのウクライナ侵攻後、世界のエネルギー情勢が大きく様変わりするなか、我が国においては、エネルギー
の安定供給を大前提に、脱炭素化社会を実現していく「GX（グリーン・トランスフォーメーション）実現に向けた
基本方針」が閣議決定され、2023年 5 月には、「GX推進法」および「GX脱炭素電源法」が成立しました。また、
再生可能エネルギーのオフサイトPPAや地産地消モデルなど、新たな価値を提供する事業モデルが萌芽しています。
　こうしたなか、当社は、「S+3 E」の重要性や事業経営におけるリスク管理・レジリエンスの重要性を改めて認識し、
エネルギー供給を支える責任ある事業者として、電力の安定供給はもとより、GXの実現に向けて、電源の低炭素化・
脱炭素化の検討を加速しています。また並行して、社会やお客さまニーズの変化に伴い拡大している分散型エネルギー
事業などへの対応を進めております。

　2023年度については、「電気事業経営を正常化して事業基盤を回復し、中期経営計画2025の目標達成に向けて
リスタートする年」と位置づけ、
　・電気事業における収益性向上
　・電気事業以外の事業の収益拡大
　・持続的な企業価値創出の基盤強化（ESG、SDGsの継続・深掘り）
を経営方針に掲げ、リスク耐性を強化しながら足元の業績回復を図り、将来に亘る持続的な価値創造に取り組んで
おります。

　配当につきましては、昨年度は燃料価格の高騰影響などによる厳しい経営状況を踏まえて、誠に遺憾ながら中間・
期末とも無配とさせていただきましたが、本年度はお客さまのご理解を得ながら電気料金の見直しを行ったこと
などにより、経営の正常化に目途をつけることができたことから、中間配当から復配することとし、 1株当たり
15円とさせていただきました。また、期末配当につきましても、 1株当たり15円を予定しております。

　当社グループは、四国地域における強固なブランド力・信用力を基盤に四国地域の発展と持続可能な社会の実現
に貢献し、株主・投資家の皆さまをはじめとするステークホルダーの方々から信頼され、評価・選択される企業
グループを目指してまいります。

　株主の皆さまにおかれましては、今後とも、当社グループの事業に対し、なお一層のご理解とご支援を賜ります
ようお願い申しあげます。

取締役会長
取締役社長
社長執行役員

佐 伯　勇 人
長 井　啓 介

　2023年11月

ごあいさつ



再生可能エネルギーの新規開発

Topics:Topics:

■ 再生可能エネルギーの新規開発目標と進捗■ 再生可能エネルギーの新規開発目標と進捗
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※1. 国内・海外案件ともに、出資の意思決定時に計上。
   2. 水力は、2000年度以降の増出力分を含む。

2023年3月末 2050年度目標

（万kW）

2030年度目標

　受け取られていない配当金に関するお問い合わせに
つきましては、証券会社の口座開設の有無にかかわらず、
上記の三井住友信託銀行 証券代行部にお申し出ください。

株式に関するお問い合わせおよびお手続きは
以下の窓口にお申し出ください。

事業年度 毎年 4月 1日から翌年 3月31日まで

定時株主総会 毎年 6月

公告方法

電子公告により、当社ウェブサイトに掲載いたし
ます。
〈https://www.yonden.co.jp/〉
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができないときは、
高松市において発行する四国新聞に掲載いたし
ます。

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内 1丁目 4番 1号
三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人
事務取扱場所

大阪市中央区北浜 4丁目 5番33号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

株主メモ

証券会社に口座を
開設されている
株主さま

証券会社に口座を
開設されていない
株主さま

お取り引き先の証券会社に
お申し出ください。

三井住友信託銀行 証券代行部に
お申し出ください。

0120‒782‒031（通話料無料）
受付時間　 9：00～17：00

（土、日、休日等を除く。）

　当社グループは、国内・外で2030年度までに50万kW、2050年度
までに200万kWの再生可能エネルギーの新規開発を目指しており、
2030年度までの電源別の開発ロードマップに沿って、様々な案件の
開発にグループ一丸となって取り組んでいます。
　2022年度末には、約30万kW（前年度比+約 7万kW）の新規開発
容量を達成しました。この結果、当社グループが保有する再生可能
エネルギー容量は、累計で約142万kWになりました。

太陽光発電

取り組み事例

水力発電

バイオマス発電

風力発電

　東京ガス㈱の子会社プロミネットパワー㈱と共同で、岡山県
および兵庫県の既設太陽光発電所事業（持分計 6万kW）を
2023年 3 月に取得しました。

　既設発電所設備更新時
の高効率水車への取替等
により、累計3．4万kW
（2022年度末）の出力を
増強しました。
　また、愛媛県の久万
高原町では、新設水力と
なる黒藤川発電所（出力
1，900kW）の建設を進め
ています。

備前雲の上太陽光発電所 夢前夢ふる里太陽光発電所

黒藤川発電所全景イメージ

福島平田村バイオマスパワー 1 号 福島平田村バイオマスパワー 2 号

大豊風力発電所全景イメージ

　福島県で㈱奥村組ほかと運営している福島平田村バイオ
マスパワーは、2022年 5 月に 1号、2023年 4 月に 2 号の営業
運転を開始しました。（持分計1，500kW）

　高知県土佐清水市・
幡多郡三原村で、陸上
風力で国内最大規模と
なる今ノ山風力発電所
の建設に向けた環境ア
セス等の手続きを丁寧
に進めています。
　また、大豊町では、出
力900kWの風力発電所
を建設しています。
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